
 

（別紙様式） 

 

【アクションプログラムに基づく個別の取組み】            都留信用組合 

 

項  目 

 

1. 事業再生・中小企業金融の円滑化 

 (3)事業再生に向けた積極的取組み 

要請事項【その１】事業再生に向けた積極的取組み 
要請事項【その２】再生支援実績に関する情報開示の拡充､

再生ノウハウ共有化の一層の推進 

 

現状の分析及び評価 

 

・ 事業再生の早期着手に向けた取組の推進 

 再生支援については、再生ノウハウの研究と案件の抽出

に全力を傾けてまいりました。 

 当組合主導の再生支援の実績については、いくつかの案

件の中から、16 年度中には再生計画の策定を弁護士、公

認会計士に依頼し、山梨県中小企業再生支援協議会の認定

を受けて設備融資を実行することができました。弁護士、

公認会計士、商工会議所、信用保証協会同席の経営監視委

員会も設置して、モニタリングも実施いたしております。 

 DDS 等の再生手法については、具体的な実績は上げられ

なかったものの、各種研修等に参加するなどして研究を重

ね、ノウハウや情報収集に努めました。 

・ 再生支援実績に関しての公表 

 16 年度に山梨県産業再生支援協議会の認定を受けて、

支援融資を実行し、モニタリングも実施しております。 

しかしながら、本取組みについて、具体性のある実績の公

表は実行できませんでした。 

 公表方法、開示情報のリーガルチェック等についての準

備不足が原因であると認識しております。 

 

取組方針 

及び目標  

・ 地域経済の活性化を図るため、再生ノウハウについて山梨

県中小企業再生支援協議会等と連携して、取引先の事業再

生に積極的に取り組みます。 

・ 当組合のホームページ上に再生支援実績について、可能な

限り具体性を持たせた形で情報開示いたします。 

計画 

（目標設

定を含む） 

 

具体的取組策 

 

・ 適切な再建計画の下に私的整理ガイドラインの活用等、取

引先の過剰債務構造を解消し、迅速な再生を図る案件の抽

出に努めます。 

・ 山梨県中小企業再生支援協議会等外部機関の積極的な活

用により、取引先企業の再生案件を抽出いたします。 

・ 個別案件毎に、弁護士、税理士、中小企業診断士と連携を

図り、対応いたします。 

・ 企業再生手法の研究と、取組実績の公表について山梨県再

生支援協議会の指導を仰ぎながら、可能な限り具体的な事

例を公表いたします。 



 

１７年度 

 

・ 17 年上期は、山梨県再生支援実務者連絡会に参加し、具

体的な取組事例を研究します。 

・ 17 年下期には再生可能案件の抽出を図ります。 

・ 17 年 10 月より半期毎に、再生実績、再生ノウハウについ

て、整理してホームページ上に公表いたします。 

１８年度 

 

 

・ 当組合内の再生可能案件の抽出と、支援協議会への持込を

図ります。18 年上期より、山梨県中小企業再生支援協議

会と連携して、適切な再建計画を伴う DES、DDS 等の研究

と実現可能な案件の抽出を図ります。 

・ 半期毎に再生実績、再生ノウハウについて、具体性を持た

せて整理し、ホームページ上に公表します。 

 

実施スケ

ジュール 

 

（参考） 

１９年度以降 

・ 事業再生に向けた再生手法について継続して研究を重ね、

実行可能案件の抽出を図ります。 

・ 18 年度と継続して、再生支援協議会の指導を仰ぎ、公表

内容を充実させる。 

 

推進態勢 

 

・ 顧問弁護士、税理士との協議により再生可能案件の検証を

依頼します。 

・ 経営企画部と協議し、個人情報の保護を考慮の上公表いた

します。 

・ 公表内容について顧問弁護士の検証を受けます。 

 

推進統括部署 『融資部』 

関連部署   『経営企画部』『総務部』 

推進責任者  専務理事 

責任者補佐  融資部長 

 

備考 
 

 

常 務 理 事

融 資 部

債権管理担当 企業支援室 

経営企画部 

総 務 部



 

 


